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平成２９年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（健康医療部関係） 

平成 29 年 2 月 24 日 

大 阪 府 

※２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。 

 

 

 

要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

１ 保健医療体制等の確保 

（１）医療提供体制の整備 

 ①医師等の確保 

 ②看護職員の養成確保・資質向上 

 ③訪問看護の安定的な供給体制の 

確保 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○国民が安心できる医療を実現するための提供体制の整備 

・医療従事者等の確保・養成 

○地域医療確保対策の推進 〔事〕事項要求（概算要求額は非公表） 

〔事〕１，６２８億円 

医療分野〔事〕  ９０４億円 

介護分野〔事〕  ７２４億円 

 

 

 

〔事〕１，６２８億円 

医療分野〔事〕９０４億円 

介護分野〔事〕７２４億円 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・医師等の確保、訪問看護の安定的な供給体制の確保に関する制度改正等は、実現していない。 

（２）救急医療体制等の充実・強化 

 ①救急医療体制の確保 

 ②災害医療体制の充実 

 ③周産期医療の充実 

 ④小児救急医療の充実 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 ※医療提供体制推進事業費補助金 

○救急医療、周産期医療等の体制整備 

・救急医療体制の整備 〔全〕５．２億円及び※１６７億円の内数 

・周産期医療体制の充実 （〔全〕４．１億円及び※１５０億円の内数） 

○災害医療体制の充実 〔全〕１５１．5億円 

（〔全〕   ９９億円） 

 

 

〔全〕4.2億円及び※154億円 

の内数 

〔全〕１７６．７億円 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・災害医療、周産期医療及び小児救急医療体制整備の充実については、実現していない。 

２ がん対策・循環器病予防など非感

染性疾患（ＮＣＤ）対策の推進 

 ①たばこ対策の充実 

②健康増進事業の充実 

 ③がん対策推進基本計画に沿った 

積極的な事業実施 

 ④市町村のがん検診への支援の充実 

 ⑤がん検診推進事業の円滑な推進 

 ⑥がん診療連携拠点病院の整備 

 ⑦がん登録の充実 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○健康増進事業 〔全〕２８．３億円 

（〔全〕２８．４億円） 

○新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 〔全〕１９．７億円 

（〔全〕１６．２億円） 

○がん診療連携拠点病院機能強化事業 〔全〕１９．２億円 

（〔全〕２７．６億円） 

○がん登録推進事業 〔全〕６．６億円 

（〔全〕６．１億円） 

 

〔全〕２６．３億円 

 

〔全〕１５．６億円 

 

〔全〕１９．２億円 

 

〔全〕６．２億円 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・たばこ対策の充実については、受動喫煙防止の強化に向け、健康増進法の改正を検討中。 

・「がん検診実施のための指針」に沿ったがん検診の提供体制確保のための支援策の拡充や市町村の実情

に応じた制度設計及び確実な地方交付税措置など、十分な措置がなされていない。 

・がん登録の充実に必要な体制整備は図られていない。 

３ 難病対策の推進 

（１）難病対策の充実 

 ①難病法に基づく医療費助成制度 

の充実 

 ②難病患者の支援体制の充実 

 ③難病法に基づく事務の移管 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○難病対策の一層の推進 

・難病に関する調査・研究などの推進 〔全〕１０８億円 

（〔全〕１０１億円） 

＊医療費助成の本格実施 〔全〕１，１９７億円 

（〔全〕１，１５６億円） 

＊国民の理解の推進と社会参加 〔全〕２２億円 

のための施策の充実 （〔全〕１１億円） 

 

 

〔全〕１００億円 

 

〔全〕１，１６２億円 

 

〔全〕１９億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・難病法に基づく医療費助成の対象となる指定難病は、Ｈ２９年４月から２４疾病追加される予定とされ

たが、難病対策の充実に係る要望は実現されていない。 

（２）小児慢性特定疾病医療費助成 

事業の充実 

 ・患児の治療状態を踏まえた疾患の

状態・程度の基準への変更 

 ・疾患群ごとの治療実態を踏まえた

重症認定基準の変更 

 ・対象者・対象疾患等の拡大及び 

患者負担の軽減措置 

・成人移行（トランジッション）へ

の対策 

○慢性疾患を抱える児童などへの支援 〔全〕１７７．２億円 

（〔全〕１７４．５億円） 

〔全〕１７６．９億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・患児の治療状態や疾患群ごとの治療実態を踏まえた基準に関する変更等は、実現していない。 

・成人移行（トランジッション）への対策関連として、移行期医療の体制整備を目的に、Ｈ２７年度より

「成人移行医療支援モデル事業」を実施。（全国で１０施設が対象。本府は 2施設。対象施設は非公開。） 

〔摘要欄〕○：ほぼ要望どおり措置等の見込み  △：一部措置等される見込み  

×：措置等されない見込み 

※金額上段：29年度要求額 

（下段：28年度予算額） 
※〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、 

〔事〕事業費ベース 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（３）診断・治療方法が確立して 

いない脳脊髄液減少症等の 

疾患にかかる対策の充実  

◆予算項目以外の状況 

・Ｈ28年１月、中央社会保険医療協議会（中医協）において、脳脊髄液減少症の治療に有効とされる「ブ

ラッドパッチ療法」（硬膜外自家血注入療法）について、Ｈ２８年度からの保険適用が承認されたが、

診断指針・治療法確立のための更なる研究の促進については、実現していない。 

× 

４ 母子保健施策の充実～不妊に 

関する総合的施策の推進 

 ・高額不妊治療への保険適用 

 ・特定不妊治療費助成事業の拡充等 

 ・不育症に関する施策の推進  

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○地域における切れ目ない妊娠・出産支援の強化 〔全〕  １５４億円 

（〔全〕１５７．６億円） 

 

〔全〕１６０．２億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・高額不妊治療への保険適用及び不育症に関する施策の推進等は、実現していない。 

５ 自殺対策の充実  

 ・実態解明の調査研究、総合的な 

自殺対策を推進等 

 ・自殺対策大綱における都道府県と

市町村の役割分担の位置づけ 

 ・地域自殺対策強化交付金の補助率

の見直し、府相談支援事業への 

財源措置 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

○自殺対策の推進 〔全〕３２．２億円 

（〔全〕７０．４億円） 

 

〔全〕２９．８億円 

 

△ 
◆予算項目以外の状況 

・実態解明の調査研究、自殺対策大綱における都道府県と市町村の役割分担の位置づけ及び地域自殺対策

強化交付金の補助率の見直しは、実現していない。 

 

６ 危険ドラッグを始めとする薬物

乱用防止対策の充実 

 ・危険ドラッグの潜在化に対する 

措置や青少年に対する啓発の 

強化・充実 

 ・重点的な薬物乱用防止対策 

 ・知事指定薬物等検査体制の確保 

のための財源措置 

◆予算項目以外の状況 

・危険ドラッグ撲滅に向けての取組みの結果、Ｈ２７年 7月以降、危険ドラッグを販売する店舗は、全国

的に壊滅したが、今なお、インターネットによる危険ドラッグ販売やデリバリー販売が見られるなど、

潜在化に対する十分な措置が取られていない。 
× 

７ その他  

（１）肝炎総合対策の推進 

 ・全額国庫負担の実現 

 ・肝炎ウイルス感染者重症化予防 

対策事業の検査に係る助成事業の

主体に市町村を含める等の改正 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○肝炎対策 

・肝炎治療促進のための環境整備 〔全〕   ７１億円 

（〔全〕１０３．８億円） 

・肝炎ウイルス検査等の促進 〔全〕５９．８億円 

（〔全〕３８．１億円） 

・肝疾患診療地域連携体制の強化 〔全〕６．１億円 

（〔全〕６．１億円） 

・国民に対する正しい知識の普及と理解 〔全〕２．１億円 

（〔全〕１．５億円） 

 

 

〔全〕６９．９億円 

 

〔全〕３９．２億円 

 

〔全〕５．８億円 

 

〔全〕１．５億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・全額国庫負担及び肝炎ウイルス感染者重症化予防対策事業の検査に係る助成事業の改正は、実現してい

ない。 

（２）アスベストによる健康被害の 

救済 

 ・大阪泉南アスベスト訴訟和解要件

の周知等の取組の推進 

 ・疾病程度ごとの救済方法の検討 

 ・間接ばく露者への救済措置 

 ・健康被害の早期発見のための検診

方法の確立、治療体制の充実等及

び検診費補助等の措置 

 ・長期・継続的な検診体制の確立 

◆概算要求の状況 環境省 

○石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査 〔全〕２．２億円 

（〔全〕  2億円） 

 

〔全〕2億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・大阪泉南アスベスト訴訟和解要件の周知等の取組、疾病程度ごとの救済方法の検討、間接ばく露者への

救済措置及び長期・継続的な検診体制の確立は、実現していない。 

 

（３）水道の広域化及び水道・浄化槽 

整備の推進 

 ①水道事業の広域化に係る交付金 

制度の見直し 

 ②水道施設の更新等のための地方 

財源の充実 

 ③浄化槽市町村整備推進事業 

（市町村設置型合併処理浄化槽）

の導入促進 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○強靭・安全・持続可能な水道の構築 〔全〕５２０億円 

（他府省分を含む） （〔全〕３３５億円） 

 

〔全〕３５５億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・官民連携等基盤強化推進事業及び水道台帳整備支援事業が交付対象となったが、本府から要望した生活

基盤施設耐震化等交付金（広域化事業）の対象事業の制限緩和は、実現していない。 

・浄化槽市町村整備推進事業の国庫負担率の引き上げ、維持管理費用の財源措置は講じられていない。 

 


